
 
 

 

                   

 
 

 

 

 

  行政手続きにおける押印の見直しについて 
（確定給付企業年金関連） 

 
 

コロナ禍における働き方改革、テレワーク普及を背景にした、「行政が求め る押印 手

続の見直し」について、厚生労働省関係省令の一部を改正する省令（令和２年厚生 労働

省令第２０８号、令和２年 12 月 25 日公布・施行）、令和３年度与党税制改正大綱 につ

いて、確定給付企業年金実務に関連する内容を以下にご案内いたします。 

 
１. 押印を求める手続の見直しのための厚生労働省関係省令の一部を改正する省令の施

行に伴う通知様式の改正について 

（ １） .【通知】「押印を求める手続の見直しのための厚生労働省関係省令の一部を改正する省

令の施行等について」（年発 1225 第 1 号） ・ ・ ・資料１ 

改正内容 

「確定給付企業年金法施行規則」（平成 14 年厚生労働省令第 22 号） 

以下に掲げる様式中、事業主の押印欄を削除する措置を講じたこと。 

・様式第一号（労働組合の現況届） 

・様式第二号（過半数代表者であることの証明書）  

（ ２ ） .【通知】「押印を求める手続の見直しのための厚生労働省関係省令の一部を改正する省

令の施行に伴う通知様式の改正について」（年企発 1225 第 12 号） ・ ・ ・資料２ 

改正内容 

「確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について」 

（平成 14 年３月 29 日年企発第 0329003 号・年運発第 0329002 号） 

・別紙５ 企業年金基金監事監査規程要綱の様式中の「印」を削り、また、監査項目

に記載されている「受付印を押印」を「受け付けたことを記載」に改正する。 

・様式 A１から様式 A13、様式 B1 から様式 B13、様式 E１および様式 E３並びに様

式 F１から様式 F3 まで中、「印」を削る。 

「国の保有する住所情報の確定給付企業年金への提供について」 

（平成 22 年１月４日年企発 0104 第１号） 

・別紙の確定給付企業年金（規約型企業年金）様式１及び別紙の確定給付企業年金（基

金型企業年金）様式１を別添６のように改める。 
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（ ３ ） 【事務連絡 】「押印を求める手続の見直しのための厚生労働省関係省令の一部を改正す

る省令の施行に伴う事務連絡の改正について」  ・ ・・資料３ 

改正内容 

「確定給付企業年金に関する承認･認可申請等にかかる事務処理の改善について」

（平成 22 年４月 28 日年事務連絡） 

・「（参考）別添１の確認事項の詳細内容」中の「押印を確認すること」を削除する。 

・「事務処理簡素化にかかる照会及び回答（Q＆A）」中、押印関連の「Q０－５」を

削除する。 

（ ４ ）経過措置について  ・ ・・資料４ （対象様式） 

改正前の様式（以下「旧様式」という。）により使用されている書類は、当 該改

正後の様式によるものとみなすものとすること。 

また、旧様式による用紙については、合理的に必要と認められる範囲内 で、当分

の間、例えば、手書きによる訂正等により、これを取り繕って使用すること ができ

るものとすること、となっております。 

※仕掛中の届出や認可申請手続き等を考慮し、 ‘旧様式で押印したもの ’や ‘押印無

しで手書きによる訂正がされていないもの ’についても当面の間は認められ るこ

とを厚生労働省宛確認済みです。 

 

２．税務関係書類における押印事務の見直し（予定）   ・ ・・資料５ 

令和３年度与党税制改正大綱（2020年12月21日閣議決定）のうち、確定給付企

業年金に関連する概要について以下の通りとなります。  

（ １） 押印事務の見直し背景  

国・地方公共団体を通じたデジタル・ガバメントの推進による行政手続コス

トの削減や、感染症の感染拡大により、あらわになった課題への対応といった

観点から、税務手続の負荷軽減のため、税務署長等に提出する国税関係書類の

うち納税者等の実印による押印や印鑑証明書の添付を求めているもの等を除

き、押印義務を廃止する。 

（ 2 ） 「退職所得の受給に関する申告書」  

退職金や企業年金制度等からの一時金について退職所得に該当する場合、退

職者本人さまより「退職所得の受給に関する申告書」を提出いただいておりま

す。現状、以下のとおり『国税通則法』により押印が必要となっております

が、改正が行われ押印義務が廃止される見通しです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※廃止には法改正が必要なため、今後、国会において審議される見通しです。 

（税制改正大綱上は、令和３年４月１日以降に提出する源泉徴収関係書類について

適用することとなっております） 

以上 



【資料１】「押印を求める手続の見直しのための厚生労働省関係省令の一部を改正する省令の施行等について」
（年発1225第1号）







【資料２】「押印を求める手続の見直しのための厚生労働省関係省令の一部を改正する省令の施行に伴う通知様式の改正について」
（年企発1225第12号） ～抜粋















【資料３】
「押印を求める手続の見直しのための厚生労働省関係省令の一部を改正する省令の施行に伴う事務連絡の改正について」













「確定給付企業年金法施行規則」（平成14年厚生労働省令第22号）

【様式第一号（労働組合の現況届）】 【様式第二号（過半数代表者であることの証明書）】

【資料４】



「確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について」（平成14年３月29日年企発第0329003号・年運発第0329002号）

【別紙５】



「確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について」（平成14年３月29日年企発第0329003号・年運発第0329002号）



「確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について」（平成14年３月29日年企発第0329003号・年運発第0329002号）

【別紙５】



「確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について」（平成14年３月29日年企発第0329003号・年運発第0329002号）



「確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について」（平成14年３月29日年企発第0329003号・年運発第0329002号）



「確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について」（平成14年３月29日年企発第0329003号・年運発第0329002号）



「確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について」（平成14年３月29日年企発第0329003号・年運発第0329002号）



「確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について」（平成14年３月29日年企発第0329003号・年運発第0329002号）



「確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について」（平成14年３月29日年企発第0329003号・年運発第0329002号）



「確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について」（平成14年３月29日年企発第0329003号・年運発第0329002号）



「確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について」（平成14年３月29日年企発第0329003号・年運発第0329002号）







「確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について」（平成14年３月29日年企発第0329003号・年運発第0329002号）



「確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について」（平成14年３月29日年企発第0329003号・年運発第0329002号）



「確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について」（平成14年３月29日年企発第0329003号・年運発第0329002号）



「確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について」（平成14年３月29日年企発第0329003号・年運発第0329002号）



「確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について」（平成14年３月29日年企発第0329003号・年運発第0329002号）



「確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について」（平成14年３月29日年企発第0329003号・年運発第0329002号）



「国の保有する住所情報の確定給付企業年金への提供について」（平成22年１月４日年企発0104第１号）



【資料５】

令和3年度税制改正大綱（令和２年12月21日閣議決定） ～抜粋


